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○庄原市条件付一般競争入札実施要綱 

平成19年９月28日告示第144号 

（目的） 

第１条 この要綱は、本市が発注する建設工事の条件付一般競争入札の実施について、

庄原市契約規則（平成17年庄原市規則第47号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか必要な事項を定める。 

（対象工事） 

第２条 条件付一般競争入札の対象となる建設工事（以下「対象工事」という。）は、

予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が130万円以上の全ての工事とす

る。ただし、対象工事の種別又は性質、目的その他特別の理由により条件付一般競

争入札に適さないと認められる場合は、この限りでない。 

（入札参加資格） 

第３条 条件付一般競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加希望者」という。）

は、次に掲げる全ての要件に該当する者でなければならない。 

(１) 対象工事に対応する工種について、庄原市建設工事指名業者選定に関する規

程（平成17年庄原市訓令第38号。以下「規程」という。）に基づく入札参加有資

格者の認定を受けており、かつ、認定時における経営事項審査の総合評点が指定

した数値若しくはそれ以上である者又は等級格付けが指定した格付け若しくはそ

れ以上である者 

(２) 対象工事の業種に係る年間平均完成工事高が当該発注工事の予定価格（消費

税及び地方消費税相当額を除く。以下同じ。）以上の者 

(３) 対象工事に係る業種について、建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」

という。）第３条第１項の営業所を庄原市内に有すること。ただし、市長が特に

必要があると認める場合は、本店又は支店等を広島県内に有する者とすることが

できる。 

(４) 対象工事に必要な技術者の資格を有する者を配置できる者 

(５) 対象工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に

おいて関連がない者 

(６) 対象工事の公告日から入札日までの間のいずれの日においても、広島県建設

業者等指名除外要綱（昭和41年１月29日制定）又は庄原市建設業者指名除外基準

要綱（平成17年庄原市告示第131号）の各規定による指名除外を受けていない者及

び法第28条第３項又は第５項の規定による営業停止処分を受けていないこと。 

(７) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第167条

の４の規定に該当しない者 

(８) 前各号に掲げるもののほか、市長が個々の対象工事ごとに特に必要と認めて

定める要件を満たしていると認められる者 

２ 特定建設工事共同企業体を結成する工事にあっては、各構成員ごとに、前項に規

定する入札参加資格条件を設定することができる。 
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（特定建設工事共同企業体に発注する場合の取扱い） 

第４条 市長は、特定建設工事共同企業体に工事を発注する場合において、公告に求

める入札参加資格要件を有する者から第３条第１項第１号から第３号及び第６号に

該当する者の状況を求められた場合は、該当業者一覧表を閲覧に供する。 

２ その他、特定建設共同企業体に発注する場合の取扱いは、この要綱に定めるもの

のほか庄原市特定建設工事共同企業体取扱要綱（平成19年庄原市告示第141号）の定

めによる。 

（入札参加資格要件の決定） 

第５条 第３条に規定する入札参加資格要件は、あらかじめ規程に定める庄原市建設

業者等選定審査会に諮り、庄原市事務決裁及び専決規則（平成17年庄原市規則第９

号）に定める決裁権者が決定する。 

（公告等） 

第６条 市長は、第３条に規定する入札参加資格要件のほか、規則第30条に規定する

事項について定め、規則第29条の規定に基づき公告するものとする。 

（入札の参加申請） 

第７条 条件付一般競争入札に参加しようとする者は、入札公告で定める申請期限ま

でに条件付一般競争入札参加申請書（様式第１号）及び入札公告で定める必要書類

を市長に提出しなければならない。 

（入札参加資格の審査及び通知） 

第８条 市長は、前条の規定に基づき提出された書類の審査を行い、その結果を条件

付一般競争入札参加資格確認通知書（様式第２号）により通知するものとする。た

だし、通知を発送した日から入札日までの間に、第３条に掲げる入札参加資格を喪

失したことが判明した場合は、審査結果通知を取り消す旨を申請者に通知するもの

とする。 

２ 参加資格の審査の結果、参加資格を有する者（以下「資格者」という。）として

認められなかった場合は、前項に規定する通知書にその理由を記入して通知するも

のとする。 

３ 前項の規定により入札参加資格を有しないことの通知を受けた者は、通知の日の

翌日からその都度市長が定める期間内に、当該通知書に付された理由について、書

面により市長に説明を求めることができる。 

４ 市長は、前項の規定により説明を求める書面が提出されたときには、速やかに書

面により回答するものとする。 

５ 市長は、第３項の規定により説明を求めた者に対して入札参加資格があると認め

る場合には、第２項の通知を取り消し、前項の回答と併せて、改めて資格のある旨

の通知を行うものとする。この場合の通知は、第１項の通知の例による。 

６ 入札参加資格を認められた後に辞退する場合は、入札辞退届を開札の開始前まで

に契約担当課に提出しなければならない。 

（設計図書の閲覧等） 
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第９条 対象工事に係る図面、仕様書等（以下「設計図書等」という。）は、第６条

に規定する入札公告の日から入札日の前日まで閲覧に供するほか、必要に応じて貸

与又は販売するものとする。 

２ 設計図書等に関する質問等は、所定の期日までに書面により行われなければなら

ない。この場合において、質問等の提出期限、提出場所、提出方法等は、入札公告

において定めるものとする。 

３ 市長は、前項の書面を受理したときは、速やかに回答を作成し、市長が指定する

場所において、あらかじめ定めた方法により、閲覧に供するものとする。 

（現場説明会） 

第10条 対象工事に係る現場説明会は行わないものとする。ただし、現場説明会を行

う必要があるときは、あらかじめ入札公告において、その旨を明らかにしておくも

のとする。 

（工事費内訳書） 

第11条 市長は、必要があると認めたときは、工事費内訳書の提出を求めることがで

きるものとし、あらかじめ入札公告において、その旨を明らかにしておくものとす

る。 

（入札保証金） 

第12条 条件付一般競争入札に係る入札保証金は、これを免除するものとする。 

（入札参加者の非公表） 

第13条 入札参加者は、入札が終了するまで公表しないものとする。 

（予定価格の公表） 

第14条 市長は、規則第32条の規定により定める予定価格について、入札公告におい

て事前に公表するものとする。 

（入札の中止等） 

第15条 市長は、入札参加者を決定した後において、資格者に連合その他不穏な行動

があり、又はその疑いがある場合において、入札を公正に執行することができない

と認められるときは、当該資格者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、

若しくは取りやめるものとする。 

（落札者の決定） 

第16条 落札者は、予定価格の制限の範囲内での最低価格入札者とする。ただし、総

合評価落札方式の対象である工事にあっては、施行令第167条の10の２第２項の規定

により落札者を決定するものとする。 

２ 庄原市建設工事執行規則（平成17年庄原市規則第135号）第８条の規定により最低

制限価格を設定した場合は、最低制限価格を下回る価格での入札をした者は失格と

する。 

（入札結果の通知） 

第17条 市長は、落札者が決定したときは、当該落札者に速やかに入札結果を通知し

なければならない。 
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（入札結果の公表） 

第18条 入札の結果は、庄原市建設工事の入札及び契約に係る情報の公表に関する規

則（平成17年庄原市規則第136号）の規定により公表するものとする。 

（建設工事以外の準用） 

第19条 建設工事以外で条件付一般競争入札を実施する場合は、この要綱を準用する

ものとする。 

（電子入札システムの利用） 

第20条 電子入札システムを利用して条件付一般競争入札を執行する場合は、庄原市

電子入札実施要領（平成19年庄原市告示第142号）の定めによる。 

（その他） 

第21条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成19年10月１日から施行し、施行日以後に告示する工事から適用す

る。 


